
 
経営目標評価制度の今後の進め方について 

平成30年2月2日 
総     務     局 

資料２ 



 【 方向性  】 

✓ 経営目標評価制度に係る評価委員会のチェック対象を、現行の「成果指標」の達成状況 

   から、 監理団体の「経営改革プラン」に掲げる経営戦略や各種取組の進捗状況に変更 

     → 監理団体改革を通じて抽出された各団体の経営課題を基に、 

     2020年までの今後3か年で監理団体が重点的に取り組む改革事項をチェック 

３０年度以降の制度運用に向けた評価委員の主な意見 

 １ 現行の経営目標評価制度における課題 

○ 目標設定に当たっては、あらかじめ局と団体との間で、目指すべき姿や抱える経営課題、その解決を

図るための戦略を十分に整理し、経営課題、戦略及び指標がつながるようにする必要がある。 
 

○ 目標数値だけに重点が置かれると、その数値を何％達成したかということだけを目指す手段の目的

化が起こる恐れがある。定性的な指標設定になることもあるが、指標設定に当たっては、データの有無に

こだわり過ぎない方がよい。 指標設定等の考え方で、その指標が団体の戦略をどのように踏まえている

かが明示され、公開されることに意味がある。  
 

○ ５つだけの指標では、経営目標を示しきれない。また定性要素も入れてフォーマットを検討すべき。 

☛  都政改革本部における監理団体改革の動向を踏まえた新たな運用方法の検討が必要ではないか 
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 監理団体による自己点検等を踏まえ抽出した経営課題について、2020年までの今後3か年で 
  
 監理団体が重点的に取り組む改革事項を取りまとめた中期的な計画 

  

 「都民ファースト」、「ワイズスペンディング」の 
  視点から、経営戦略を２点の切り口から設定 

   

経営改革プランの概要 

改革のメニュー 

 
 第１章（過年度の振り返り）   
 ・団体基本情報 
 ・財務状況 
 ・主要事業分析 
 
 第２章（経営課題の整理）   
 ・現状分析（ＳＷＯＴ） 
 ・経営課題 
 
 第３章（今後の経営改革）  
 ・今後３か年の経営戦略 
 ・各戦略の具体的な取組 

  

プラン構成案 

      経営効率化、団体の組織力強化、働き方改革等 

 
 新たな事業展開、事業内容強化、事業見直し等  

① 組織運営に関する事項 

② 事業運営に関する事項 

戦略を達成するための個別事業の年次計画を作成し、
ＰＤＣＡサイクルを通じ団体の自律的改革を推進 

２ 経営改革プランについて 
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・団体の存在意義、使命 
 
・局と団体の役割分担  etc 
 

   ※経営目標評
価    制度により 
      団体の取組        
               を評価 

   ・経営状況の推移 
    
   ・主要事業分析 
 
   ・ＳＷＯＴ分析 etc 

現行制度の対象範囲 

   ・2020年に向けた 
    経営戦略 
 
   ・今後3か年の改革 
    の取組計画 

 

使命 

戦略 

経営目標 

経営改革プランの対象範囲 

 
○ 現行制度においては、団体の経営目標（運営目標）の設定・評価を実施 
  
○ 経営改革プランにおいては、団体の「戦略」、「経営目標（運営目標）」を一体として捉え計画を作成 
 
   → 『経営改革プラン』を「経営目標評価制度」の評価対象に新たに位置づけ   
     ☛  経営目標評価委員会による進捗状況のチェック 
 

 

使命 

戦略 

経営目標 

３ 経営改革プランの対象範囲 

自 

己 

点 

検 

の 

実 

施 

・・・経営目標評価制度 
   による評価対象範囲 
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 ○ 現行制度は２９年度目標設定に係る取組評価 （３０年度実施）※をもって終了し、 ３０年度以降は「経営改革プラン」の 

  進捗管理へ移行  ※  委員意見聴取の方法については、別途検討中 
 
 ○ 移行後は、前年度目標の取組評価や見える化改革の検討等を踏まえ、第４四半期に「３年後の到達目標」に向けた戦略  

  や取組目標等の見直しを実施予定。 前年度の取組評価については、従前どおり５～８月に行う。 

前年度 当年度 次年度 

 
 
 

現行 
 

 
 
 

今後 
 

 ○ 現行制度は２９年度目標設定に係る取組評価 （ ３０年度実施）をもって終了し、 ３０年度以降は 

   「経営改革プラン」の進捗管理へ移行 

 ○ 移行後は、各取組事項の「３年後の到達目標」「目標達成に向けた各年度の取組」について、毎年度、 

  年度末に取組等を見直し※、年度初めに前年度の取組評価を実施 

  ※ 前年度の取組実績、見える化改革の検討等を踏まえ、経営課題・戦略を見直した上で取組等を修正    

目
標
公
表
予
定 

次年度以降の 
取組等見直し 
（第4四半期） 

次年度の 
取組等見直し 
（第4四半期） 

次期プランの 
策定 

（第4四半期） 

取組評価 
（5～8月） 

●
評
価
公
表 

取組評価 
（5～8月） 

●
評
価
公
表 

取組評価 
（5～8月） 

●
評
価
公
表 

目
標
公
表
予
定 

目
標
公
表
予
定 

• 単年度ごとの定量的な目標を設定 

• 目標の指標数は５つ 

• 実施時期 ： 目標設定、取組評価ともに5～8月 

• ３年後の到達目標を設定し、その達成に向けた単年度ごと

の取組目標を設定（定性・定量の両方を設定可能） 

• 目標は任意の数だけ設定可能 

• 実施時期（想定） ： 目標設定 第4四半期、取組評価 5～8月 

現状 今後 

反
映 

反
映 

反
映 

取組評価 
（5～8月） 

目標設定 
（5～8月） 

●
９
月
公
表 取組評価 

（5～8月） 

目標設定 
（5～8月） 

●
９
月
公
表 取組評価 

（5～8月） 

目標設定 
（5～8月） 

●
９
月
公
表 

 経営改革プラン 
・３年後の 
 到達目標 
・単年度ごとの 
 取組目標 

経営目標 
単年度ごとの 
取組・成果目標 

※ 29年度は目標設定のみ ※ 30年度は取組評価のみ 

プ
ラ
ン
策
定 

４ 移行後の進め方イメージ 
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役割分担のイメージ 

 経営目標評価委員会 
  団体が主体的に考える事項（経営戦略の設定、組織運営・事業運営の取組 等） 
 
 都政改革本部  

  局が主体的に考える事項（ 「都・監理団体・民間」の役割分担、所管局による団体の活用戦略の見直し 等） 

所管局 

・見える化改革（事業ユニット  
 分析）とも連携した、「都、監  
 理団体、民間」の役割分担 
 の見直し 
 
・所管局による団体活用の 
  戦略の見直し 

・３年間の経営戦略の設定 
 

・組織運営上の目標（単年度） 

 

・事業運営上の目標（単年度） 

 
 

監理団体 

都政改革本部 経営目標評価委員会 

見直しが
あれば 

適宜反映 

５ 経営目標評価委員会と都政改革本部が担う範囲 
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６ 経営改革プランに関する委員調査に当たっての視点（案） 

 ○ 経営課題の背景となる問題点や事実を認識した上で、経営課題が示されているか 
 

 ○ 団体経営を行う上での主要な課題が抽出されているか 

（１）経営課題 

 

 ○ 経営戦略として相応しいものであるか 
 

 ○ 経営課題の解決を図るための戦略として十分に整理されているか 

（２）経営戦略 

  
 ○ 経営戦略の達成に寄与する取組事項が示されているか 
 

 ○ 経営戦略に基づく取組事項の達成を通じて、３年後にもたらされる成果が示されているか 
  

（３）取組事項 
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７ 今後のスケジュール（案） 

第４回委員会 
（2/2(金)） 

○ 今後の進め方に関する検討  
 
○ 各団体の経営改革プラン（案）に基づき、 

  評価委員会委員による調査を実施  
○ 適宜、案に対する委員意見を各団体へ提示 

   → 各団体で、経営改革プランの修正を検討 

 
○ 各団体の経営改革プラン（最終案）に対する委員意見のまとめ 

   → 最終案に対する委員意見として公表  

調査、意見提示 
(2～3月) 

第５回委員会 
（3月下旬） 

経営改革プラン公表 
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